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イングランド銀行改革の意」義
一政策運営の独立性を付与一
立　脇　和　夫
はじめに
　イギリスの中央銀行｛1〕であるイングランド銀行（Bank　of　E㎎land）は，
1997年5月に登場した労働党政権（ブレア党首）によって改革され，金融政策
運営上の独立性を与えられた。錦二次大戦直後に成立した労働党政権（ア’ト
リー党首）の下で国有化され，政策運営の独立性を失ったイングランド銀行が，
同じ労働党政権の下で再び政策運営の復権を果たしたわけである。
　今次改革の要点は，①金融政策委員会（M㎝eta・y　Po1icy　Committee）（新
設）へ政策運営権限を委譲，②外国為替市場介入権限を部分的にイングランド
銀行へ委譲，③イングランド銀行取締役会（C㎝rt　of　Directors）の改革，④準
備預金制度の法制化，⑤銀行監督権限のイングランド銀行からの分離（金融監
督庁：Financial　Ser・ices　Authorityの創設），⑥国債管理業務の大蔵省への移
管，などである。
　近年，各国においてインフレーション抑制のため，申央銀行の独立僅を強化
する方向で中央銀行法を改正する国が相次いでいるが，イギリスの場合∴イン
グランド銀行の改革が突如として断行された感が強い。しかしながら，イギリ
ス■も欧州連合のプ員であり、，」将来欧州通貨統合に参加する場合に必要とされる
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中央銀行の独立性確保も念頭においたものであることは否定できない。その意
味でイングランド銀行改革の歴史的意義は大きい。
I、イングランド銀行法の改正
　ブレア（Tony　Blair）政権は，内閣の発足後ただちにイングランド銀行の改
革に着手した。改革の第工弾は，1987年5月6日，ブラウン（Go・don
Brown）蔵相のイングランド銀行ジョージ（Eddie　George）総裁あて書脚2〕の
形で発表された。政権発足から僅か4日後であった。しかも，政府はこれを直
ちに実行に移していった。とはいえ，法律の改正は必要であり，問もなく「イ
ングランド銀行法改正法案」を議会へ提出し，成立させた。同法は，翌88年4
月，エリザベス女王の裁可をえて，同年6月！日に施行された。
　イングランド銀行は，もともと1694年7月，■国王の勅許を得て；株式会社形
態の1発券銀行として設立された。1844年ピール条例が制定され，イングラン
ド及びウェールズにおける唯一の発券銀行となった⑪第二次大戦後イングラン
ド銀行は，アトリー政権下に制定された「1946年イングランド銀行法」（Bank
of　E㎎1md　Act工946）によって国宥化され，同時に政策運営の独立性を失った。
同法は「物価の安定」や「信用秩序の維持」など金融政策の目的規定を欠いて
いただけでなく，イングランド銀行に対する大蔵大臣の指示命令権を規定し，
同行を実質的に大蔵省の付属機関と位置付けていた。実際に指示命令権が発動
されたことはないが，公定歩合政策と外国為替政策の決定権隈は事実上大蔵大
臣に属し，イングランド銀行はその執行機関としての役割を担っているにすぎ
なかうた。しかし，1994年以降，金融政策を協議するため大蔵大臣とイングラ
ンド銀行総裁との月例会議が開かれ，その議事録も公表されでいた。
1一方，．イングランド銀行の民問銀行に対する検査・監督権限は，工970年代の
中小金融機関の経営破綻の経験にかんがみ，「1979年銀行法」制定時にはじめ
て導入され，その後「ユ987年銀行法」により一段と強化された。
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今次改革は，それ以降，ほ“半世紀ぶりの大改革である。いま，「1998午イ
ングランド銀行法」（Bank　of　E㎎land　Act1998，’以下，改正法）の構成を示せ
ば第1表のとおりである。
1．金融政策委員会の創設
　金融政策委員会の創設は今次改革の最重要ポイントであるが，この構想は上
述のように1997年5月6日付のブラウン蔵相書簡によって明らかにされたもの
である。それにより，金融政策の導営に関する改革は，改正法の施行をまたず
に順次実施されることとなった。したがって，新設の金融政策委員会は「政策
運営上の独立性」（Operational　Independence）を与えられ，ユか月以内に金融
政策に関する最初の決定を行うこととなった。かくて，1997年6月5－6日に
第1回金融政策委員会が開かれ，イ．ングランド銀行総裁，副総裁，理事2名，
外部から任命された委員2名が出席した。’
　ここでいう政策運営上の独立性とは，政府が定めるインフレーション目標を
達成するための政策手段の決定を行う権限を意味しており，政策方針そのもの
の決定は政府の手に留保されている点を見落してはならない｛3〕。
　改正法は，イングランド銀行内に金融政策委員会が設置される，と規定して
いる（改正法第13条）。金融政策委員会は金融政策運営方法の決定及び実施に
責任をもつ。同法によれば，金融政策委員会は総裁，副総裁2名（改正法で1
名増員），大蔵大臣と協議のうえイングランド銀行総裁が銀行内部から任命す
る委員2名（ユ名は金融分析責任者、1名は金融業務責任者），及び大蔵大臣
が外部から任命する委員4名，合計9名で構成される（改正法第ユ3条）。イン・
グランド銀行総裁及び大蔵大臣の任命する委員（任命委員）6名の任期は3年■
で，毎年2名ずつ交替することとなる。再任に制限はない。しかも，大蔵大臣
の任命する4名の委員は金融政策に関する識見と経験を有するものでなければ
ならず，また，イングテンド銀行取締役会構成員は任命委員となることはでき
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第1表1998年イングランド銀行法（目次）
第ゴ章　定款，規則及び金融婁項
（定款，規則）
第1条　取瀞役会
第2条取締役会の職務
第3条　非常勤取鯖役の行う職務
第4条　銀行の年次報告書
第5条　印章g保管。使用
（金融事項）
第6条　現金比率預金
第7条　諸勘定
第8条配当金に代る支払い
第9条　その後の改正
　　第2章金融政策
　（銀行の役劃）
第10条　運営の貢任
第u条　目標
第12条　目標に関連した事項
二（金融政策委員会）
第13条
第14条
第15条
第16条
金融政策委員会
決定に関するステートメントの公表．・
委員会の審議事項の公表
取締役会の職務
　（情報及び報告書）
第17条情報を徴求する権限
第18条報告書
　（大蔵省の留保権隈）
第19条　留保権限
第20条　第2章の解釈
第3章一銀行藍督権限の金融監督庁への移管
　（監督庁への職務の移管）
第21条移管」
第22条　補足的規定
第23条　結果的修正
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　（職務の移管と監督庁の立場）
第24条　地位
第25条　責務
第26条　手数料の賦課権限
第27条　支店を通じる情報徴求の権限
　（銀行に及ぼす結果的変更）
第28条　銀行監督委員会
第29条　預金保険委員会
　（補足事項）
第30条　第3章の解釈
　　第4章　雑則及び総則
　（雑　則）
第31条一第43条（省略）
　（最終規定）
第44条（省略）
第45条　本法施行日は1998隼6月1日とする。
　　〈付　則〉
付則第1号取締役会
付則第2号　現金比率預金
付則第3号　金融政策委員会
付則第4号　職務の移管：補足的規定
付則第5号　職務の移管：緒果的修正
付則第6号　銀行監督手数料
付則第7号一第9条（省略）
（出典）　B1纈ir，M、，Cranst㎝．R．，Ryan，C．，＆Taylor，M．，激α必且舳㌻G伽あ肋丁加8α〃后
　　ψ亙祝g伽拠也λcf1998，B－ackstone　Press，Ltd．、London，1998
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ない（付貝u第3号）。
　金融政策委員会は，毎月1回以上，総裁（総裁不在のときは，金融政策担当
副総裁）によって召集され，総裁（総裁不在のときは上に同じ）が議長を務め
る。政策委員会の定足数は6名（但し，総裁，副総裁のうちいずれか2名を含
む）であり，議事は票決によって決定されるが，賛否同数の場合は議長が決定
する（付則第3号）。実際に，ユ998年2月及び3月の政策委員会では，金利引
上げを支持する者と据置きを支持する者が同数（4名）であったため，議長の
決断により，掘置きとなったのである｛4〕。なお，大蔵省代表は政策委員会へ出
席し，発言はできるが，議決権は宥しない（付則第3号）。
　金融政策委員会は，1997年6月に発足したが，翌98年6月改正法の実施に伴
い，正式の機関となった右1998年8月現在の構成メンバーは第2表の通りであ
る。
第2表イングランド銀行金融政策委員会委員
1998年8月
氏　　名 現（元）職
議　　長 エデー・ジヨ』ジ イングランド銀行総裁
副議長 メルビン・キング 4　　　副総裁（通貨安定担当）
委　　員 デビッド・クレメンティ 〃　　　　抄　（金融安定担当）
委　　員 ジョン・．ビッカーズ イングランド銀行理事（金融分析担当）
ψ アイアン・ブレンダーレイス 〃　　　　缶　（金融業務担当）
委　員 ウイリアム1バイター ケンプリッジ大学教授（97，5任命）
カ チャールス・グッドハ」ト ロンドン大学教授（97七5任命）
抄 デエァン・デュリウス 元英国航空主任エコノミスト（97．9任命）
砂 サー七アラン1バッド 元大蔵省首席経済顧問（97，12任命）
（出典）Bank　of　Eng1邊nd，肋卿脈ル舳倣伽伽γ召血γE切幽d28F彬吻η1998
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皿．金融政秦の目標
　1997年5月6日付蔵相書簡及びこれをうけて制定された改正法によれば，イ
ギリスにおける金融政策の目標は，
①物価の安定を維持すること，および
②成長及び雇用目的を含む，政府の政策を支持すること，
と規定されている（改正法第11条）。しかも，大蔵省が「物価の安定」の内容
を決定し，かつ政府の経済政策を具体化する責任を負っている（改正法第1孝
条）。このことは，政府がインフレーション目標を設定し，イングランド銀行
はそれを達成すろために必要な政策手段の決定を行うことを意味している。
　（ユ）物価の安定
　1097年6月，ブラウン蔵相はイングランド銀行の達成すべき小売物価（住宅
抵当金利を除くPRIX）をべ一スとするインフレーション目標を従来の
「2．5％以下」に代えて，「2．5％」とする旨，公表した。もし，インフレi
ションが2．5％の目標値から1ポイント以上乖離したならば，イングランド銀
行総裁は，金融政策委員会の議長として，蔵相あて公開書簡を作成しなければ
ならない15〕。改正法には，インフレーション目標に関する詳細な規定が設けら
れている（改正法第12条）。それによれば，大蔵省は，改正法施行後，7日以
内に，その後は12か月に1回，物価安定目標値及び政府の経済政策に関するス
テートメントを公表しなければならないとされている。具体的には，インフ
レーション目標は毎年の予算教書で明示される。
　大蔵省は，金融政策に関してイングランド銀行に対して指示を行う権限を留
保しているが，、これはそれが公共の利益に照らして，一かつ「異常な経済情勢」
の下で，それが必要であると大蔵大臣が判断した場合に限られる，と改正法で
は規定されている（改正法第19条）。さらに，改正法は，金融政策委員会の箪
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営及び報告手続に関して多数の詳細な規定を設けている。すなわち，金融政策
委員会は少なくとも月1回会合を開き，会議終了後，すみやかにその決定内容
を公表し，6週問以内に議事録を公關しなければならない（但し，特別の事情
がある場合，金融政策委員会による市場介入に関する情報の公開を延期できる
規定がある）。議事録には，政策委員会における票決，各委員の賛否が記載さ
れなければならない。
　金融政策委員会は，イングランド銀行が四半期毎に発表する「インフレー
ション・リボート」（柳αエ伽地榊）｛6〕を承認し，それに対して責任を負うこと
となる（改正法第ユ8条）。また，同リポートの予測の作成に当たり，イングラ
ンド銀行職員と緊密な関係をもつ。さらに，金融政策の遂行のため，イングラ
ンド銀行が行う統計の収集に対して，初めて法的な支持が与えられることと
なった（改正法第17条）。
　金融政策委員会は，報告事項など特殊な規定のほかに，作業計画の作成など
に関して，独自の手続きを自由に定めることができる。たとえば，金融政策委
員会は月例金利決定会合に先だち，金曜日にイングランド銀行の専門職員から
一日がかりで集中的に概況説明を受けることを決定した。この事前会合には、
毎月イングランド銀行の12地方支店ωから報告書が提出され，うち3支店につ
いては口頭説明が要請される。1997年夏に金融政策委員会は，報遣及び公衆と
の関係を含む，その他の運営方法に関してさまざまの検討を行った。また，毎
月金利の発表　　それは通常木曜日に行われる　　前の金曜日から，金利の発
表直後の金曜日までの8日闘を隔離期間（period　of　purdah）とすることが決
定された。隔離期闇中，政策委員会委員は金融政策に関するいかなる見解も公
表しない。インフレーション・リポートの刊行される月には㈱，隔離期間は翌
週の同リポート公表日の朝まで延長される。1997年8月以降，インフレーショ
ン・リポートに関する記者会見はテレビで同時中継されている。
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　（2〕．アカゥンタビイリテイー
　ブラウン蔵相は，ユ997年5月6日付書簡で，金融政策委員会が，議会の大蔵
特別委員会（Treasury　Select　Committee）へ提出する定期報告及び説明をはじ
めとするアカウンタビイリティ（A㏄omtability，説明責任）の枠組みを定め
た。これは今次改正法に直接根拠をおくものではないが議会の要講に基づくも
のである。その後の展開をみると，1997年10月，大蔵特別委員会は，イングラ
ンド銀行のアカウンタビィリテイに関する独自の報告書を発表したが，これは
2月に至り，政策委員会委員の任命に当り，公聴会を開く方針へと発展した。
　改正法は，金融政策委員会のアカウンタビィリティに関して多くの規定を設
けている。即ち，金融政策委員会は，イングランド銀行の取締役会に対して月
次活動報告を提出する（付則第3号）。取締役会は非常勤取締役（Non－
Executive　Director）全員で構成される小委員会（Sub－Committee）を通じて，
金融政策委員会の行う諸手続きを検討しなければならない（改正法第3条及び
第ユ6条）。このなかには，金融政策委員会が金融政策の運営上必要とする地域，
分野その他の情報収集活動が含まれる。
　また，1997年5月6日付蔵相書簡により，政府の外貨保有と並んで，イング
ランド銀行も金融政策の一助とするため，外貨準備の保有が認められることと
なった。
　一方，国債に関する業務が，1998年4月1日大蔵省へ移管され，そのため大
蔵省に国債管理局（DebtMan劃gementOffice）が新設された｛9〕。これに関連し
た資金の管理も年内に移管された。これは申央銀行の独立性保持のために好ま
しいことである。
lV．取締役会の改」組
（ユ）株式会杜の遺制
イングランド銀行がユ69迅年に創立された当時の組織形態は株式会社であり，
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取締役は株主総会により選出されていた。1946年にイングランド銀行は国有化
され，株主総会は廃止されたものの，取締役会は存続している。但し，金融政
策の策定は大蔵大臣の所管となり，取締役会は金融政策以外の事項について討
議∵’決定を行ろてきた。改正法により金融政策の運営は金顧政策委員会の所管
となったが，金融政策以外の事項は引き続き取締役会の所管事項とされでいる。
　改正法の施行前には，イングラン’ド銀行取締役会は∴同行総裁，副総裁（1
名）＾及び16名の取締役（うち，同行理事＝Execu亡ive　Directoポ4名以内）で構
成されていた・総裁，副総裁，I取締役とも国王によって任命され，総裁・副総
裁の任期は5年，取締役の任期は4年であった（旧法第2条，同付則第2号）。
　改正法の施行後，イヅグランド銀行取締役会め構成は，総裁，一副総裁、（2
名）及び非常勤取締役ユ6名となった（何れも国王が任命）」（改正法第1条）ら新
しく非常勤取締役に任命された顔ぶれをみると，地域別分散（スコシトランド，
ウェールズ，北アイルランド出身者が増加）のほか，産業別でも商業，工業，
金融など各分野に．分散するよう配慮されている虹o。
　総裁及び副総裁の任期は従来通り5年であるが，非常勤取締役の佳期は3年
に短縮された。改正法で，イングランド銀行職員（理事を含む）は取締役会か
ら除外された（付則第1号）。また，同法ではヨ取締役会は月ユ回以上開催さ
れる旨定められている。取締役会の定足数は9名であり，総裁（総裁不在のと
きは小委員会の委員長）が議事をづとめる（付則第1号）・
　（2〕取締役会の職務
　取締役会は，イングランド銀行の金融政策の運営に関する事項以外の事項を
管轄する。これには，イングランド銀行の目棲と戦略の決定，同行の穣能の効
果的な遂行の確保，及び同行の諸資源の最も効率的な利用が含まれる（改正法
第2条）。
　薪基軸は，16名の非常勤取締役で構成される小委員会が新設されたことであ
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る。小委員会の機能にはイングランド銀行の目標及び戦略に照らして，同行の
業績の検討，その財務管理の監視パ内部財務統制の検討及び総裁・副総裁の報」
酬・年金の決定，が含まれている。また，小委員会は金融政策委員会の諸手続
も検討する（改正法第3条）。
　取締役会は，改正法により，大蔵大臣へ年次報告書を提出しなければならな
い。大蔵大臣は，非常勤取締役で構成される小委員会がその責任において行う
報告を含め，議会へ報告する義務を負っている（改正法第4条）。
　大蔵大臣は，マスターズ女史（Sheila　Masters）（イギリス公認会計士協会副
会長）を小委員会の委員長に任命した。同委員長は，小委員会の議長を務める
ほか，上述のように総裁不在のときは，取締役会の議長もつとめることとなる
（付則第1号）。
　また，改正法は現金比率預金（cash　ratio　deposits：これまで民間銀行が業
務上の必要性からイングランド銀行に預けていた無利子預金）についても規定
している（改正法第6条；第7条，付則第2号）。これらの預金は，改正法施
行後，法的強制預金となり，「1987年銀行法」で認められた金融機関，欧州系
銀行のイギリス国内支店，及びイギリス建築組合が適用対象となる。かくて現
金比率預金は，諸外国における法定準備預金に相当するものとなった。イング
ランド銀行はこれらの機能に関連した情報を徴求することが認められる。
　なお，イングランド銀行が大蔵省に支払う配当金は，前会計年度の税引後利
益の50％（旧法では6か月毎に873，180ポンドと規定）もしくは「大蔵省とイ
ングランド銀行が別途合意した額」とされる（改正法第8条）。イングランド
銀行は適切な諸勘定を保持するとともに，会社法により（実際には何年か前か
ら実施されていたが）諸勘定報告書を作成し毒同行の任命した監査人の監査報
告書を添付して，大蔵大臣へ提1出しなければならない。大蔵省には諸勘定に関
する遣加的惰報を公表するように求める権限が与えられている（改正法第7
条）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　55
56　　　　　　　　　　早稲田商学第381号
なお，イングランド・銀行の現執行部は第3表の通りである。
第3表イングランド銀行執行部
ユ998年8月
役職 氏　　名 担　　当
総、裁、 。耳デー・ジヨ∵ジ
副総裁 メルビン・キング 通貨安定
ク デピッド・クレメンテイ’ 金融安定
理　事 ジョン・ビッカーズ 金融分析及び続計
ク アイァン・ブレンダーレイス 金融市場操作
4 アラスティア・クラニク ・金融安定
準理事 、ピル・アレン 金融分析及び統計u
ψ ジヨン・フートマン 金融安定
カ グラハム・ケントフイ』ルド 金融市場操作1現金出納
4 ゴードン・ミツドグレー 金融及び資源
〃 ジョン・タウンェンド 金融市場操作
（出典）Bank　of　E㎎land，肋卿＆λ㏄舳お伽肋肋γ舳肋28F2ろ伽η1998
V。銀行監督機能の分離
　（1）金融監督庁の創設
　イングランド銀行改革の第2弾は，ごれまでイングランド銀行が担当してき
た金融機関監督機能を新設の金融監督庁（Financial　Ser∀ices－A血tho．ity）へ移
管したことである（改正法第2ユ条）、しかし，イングランド銀行は金融組織全
般の安定性維持に引き続き責任をもつ。この改革は，ユ997年5月20日付蔵相ス
テートメントωで明らかにざれたものであるが，、改正法にはこれを追認する規
定が設けられたほか，関係諸法の改正も行われた（改正法第3章、付則第4
号）。
　改正法により，これまで「ユ987年銀行法」ならびに「1992隼銀行調整規則」
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（理事会第2次指令）に基づいてイングランド銀行の保持していた諸機能は
、「1986年金融サーピス法」第43条，金融市場業者の上場に関する「1995年投資
業務規則」及び決済業務を行う業者の上場に関する「1989年会社法」第17！条
に基づく諸機能とともに，金融監督庁へ移管された（改正法第21条）。
　金融監督庁は，具体的には旧証券投資委員会（S1B）を中心に，イングラン
ド銀行の銀行監督部門，各種の自主規制団体（IMRO，PIA，SFAなど）合わ
せて9つの組織を合体して設立され，初代長官にはデービス（Howard
Davies）前イングランド銀行副総裁が任命されれ金融監督庁の機能は「1997
年銀行法改正法」に明記されている。同改正法は1997年8月に施行され，翌98
年6月1日金融監督庁が発足した。事務所は暫定的にイングランド銀行内に設
けちれ，同行から500人近い職員が金融監督庁へ移籍した。
（2）信用秩序の維持
信用秩序の維持に責任をもつ大蔵省，イングランド銀行，金融監督庁の3者
の緊密な協力関係を構築するため，1997年10月，3者閻で「合意文書」
（Memorandum　of　Understanding）が作成され，ブラウン蔵相，ジョージ・イ
ングランド銀行総裁，デービス金融監督庁長官がそれぞれ署名した幽。この文
書は信用秩序を維持するために果たすべき3者の役割分担を明らかにするとと
もに，協力関係を保つための詳細な規定を設けている。
　それによれば，イングランド銀行と金融監督庁は相互に自由に債報を交換し・
それぞれの関心事が相互に関連し，あるいは共通する分野では協議するよう規
定している。大蔵省，イングランド銀行，金融監督庁3者で高レベルの常設委
員会を設け，発生する諸問題に対して共通の立場で協議する場を設けている。
さらに，相互に相手方の関心事を周知するために，デービス金融監督庁長官は
イングランド銀行取締役会のメィバー（非常勤取締役）であり，ぐレメンティ
（David　C1ementi）・イングランド銀行副総裁（金融安定担当）は金融監督庁
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の理事会メンバーとなっている。
　また，改正法の実施に伴い，これまでイングランド銀行に属していた銀行監
督理事会（Board　ofBanking　Supe・vision）は金融監督庁の所属となった（改正
法第28条）。
　銀行監督理事会の構成メンバーは，
　①金融監督庁長官及び同長官の指名する同庁職員ユ名
　②大蔵大臣と金融監督庁長官が共同で任命する者6名、
合計8名であり，後者の互選により議長を選出する（銀行法改正法第2条）。
　イングランド銀行は，金融監督庁の役割と運営に対応した内部組織として，
新たに「金融安定委員会」（Financial　Stabihty　Com㎜ittee）を設置した。同委
員会は，総裁，副総裁2名，理事3名，準理事1名，顧問1名で構成される。
イングランド銀行の金融安定化の役割は個別銀行の監督ではなく，金融システ
ム・リスクの早期発見と拡大防止に焦点を合わせた申央銀行としての基本的責
任なのである。
　上記の合意文書によれば，このなかには金融活動の組織的基盤（インフラス
トラクチュア），特に決済システムを注意深く観察し，重要な問題を早期に発
見し，大蔵大臣に報告することが含まれている。このため，イングランド銀行
は経済活動全般の観察活動の一環として，経済及び金融市場動向を注意深く監
視している、さらに異常事態の下で個別金融機関の問題が金融組織の他の部分
に波及する可能佳を最小化するため，公的な金融支援活動を行うこととなる。
また，イングランド銀行は金融部門の効率性と有効性，とくにその国際競争力
に注目している。
　イングランド銀行と金融監督庁は，ともに国際決済銀行（B工S）や欧州中央
銀行（ECB）の銀行監督委員会へ代表を送ることとなる。
　なお，金融機関検査に要する費用はユ998年6月から金融機関側の負担となっ
た（改正法第26条）。
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V1．改正日銀法との比較
　冒頭で述べたように，イングランド銀行は1997年5月に成立したブレア政権
によって大改革が行われ，法的にも改正法が1998年4月エリザベス女王の裁可
を得て，同年6月ユ日に施行された。
　一方，わが国においても！997年6月，「日本銀行法」が半世紀ぶりに全面改
正され，98年4月1日に施行された。改正日銀法の詳細な検討は本稿では省略
するが，以下に日英両国の中央銀行法改正の主要な相違点を検討しよう｛1尋。
（ユ〕独立性の相違
　イギリスでは，今次改革によって，イングランド銀行内に金融政策委員会が
創設され，これまで大蔵大臣が行ってきた公定歩合の変更など政策運営に関す
る決定を政策委員会が行うこととなった。ただし，インフレ目標値の決定は大
蔵大臣で行うので，金融政策の基本方針は依然として大蔵省の手中にある。換
言すれば，イギリスでは金融政策は大蔵省により決定され，それを実行すろの
はイングランド鐸行，という図式なのである。したがってイングランド銀行の
独立性はあくまでも政策運営上の独立性に限定される。
　イギリースの場合，金融箪策委員会（委員9名）のうち外部から任命される委
員（任命委員）は4名にとどまるが，日本では政策委員会（委員9名）のうち，
外部から任命される委員（審議委員）は6名である（日銀法第16条，第24条）。
したがって，イギリスの方が金融政策委員会における中央銀行執行部の影響力
が大きいといえよう。なお，イギリスの場合，政策委員会委員に対する身分保
障はない。
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　（2）意思決定機関
　イングランド銀行取締役会は、法改正後も引き続き存続し，金融政策以外の
経営政策を決定する。ただし，法改正後，非常勤取締役により小委員会が設立
され，イングランド銀行の業務，財務管理の検討，総裁・副総裁の報酬・年金
の決定を行い，報告書がイングランド銀行年次報告に組み込まれることとなっ
た（改正法第3条，第4条）。
　一方，日本銀行の政策決定機構は，イギリスとは対照的である。すなわち，
日本では金融政策を含むすべての政策決定を行うのは政策委員会のみ（ワン・
ボード）であるむ日本銀行には，旧法下でも取締役会は存在しなかったω。し
たがって日本銀行政策委員会の権限はより広範囲に及び，金融政策の決定のみ
ならず，日本銀行の経営政策全般も討議・決定する（日銀法錆15条）。このた
め，金融政策事項を審議する会議を政策決定会合と呼び，経営政策一般を討議
する会合とは区別している。また，日本銀行には監箏がおかれており，イング
ランド銀行取締役会小委員会のような各種業務のチェックを行っている（日銀
法第2ユ条，第22条）。
　さらに，イングランド銀行金融政策委員会の任命委員は大蔵大臣の許可をえ
て，利益相反の生じない限り他業につくことが許されているが，日本銀行政策
委員会の審議委員は兼業が禁止されている（日銀法第26条，第32条）。このた
めイギリスでは大学教授で金融政策委員会委員に任命された人はそのまま大学
教授を続けているが，日本で審議委員になった人は，大学教授の辞職を余儀な
くされている。
（3）発券部と銀行部の分離
　イングランド銀行は，伝統的に銀行部と発券部の資産・負債残高を区分経理
し，発表している（第4表参照）。これにより，イングランド銀行の負債であ
る銀行券発行残高に対応する資産が確実に維持されていることが明白であるむ
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第4表イ！グランド銀行貸借対照表
　　　　　　　（1998年2月末，単位：百万ポンド）
資　　産、 負　債
現金・預金 284 資本金 15
銀 投＝　資 1，445 準備金 235貸　　出 工1，336 預金等 12，068．行 固定資産 368 その他の負債 301
部 その他の資産 158 未処分利益 972
合・　計 13，591 合　　計 13，591
発 投　　資 23，550 銀行券発行高 23，548
券 銀行部保有分 2
部 合　　計 23，550 合　、計 23，550
（出典）Bank　of　E㎎land，肋ψo竹＆ん舳燃〃伽篶〃召冊伽28凡あ舳η1998
ところが日本銀行の場合（他の多くの中央銀行もそうであるが），発券部と銀
行部との区分がな、されていないので，銀行券発行残高に見合う資産がどうなづ
ているのか，明らかでない鴫。
次に資本金についてみると，イングランド銀行は1946年に国有化されたが，。
今次改正では資本金（1460万ポンド）に変更が加えられていない。日本銀行で
は従来から資本金（1億円）の55％が政府保有となっており，今次改正でも変
更されなかった（日銀法第8条）。中央銀行の場合，一般の企業と異なり，株
主の経営支配は認められていないので，その所有権の相違はあまり大きな意味
をもたないといえよう。
（4）金融箪督庁の創設
1998年6月，日英両国とも金融監督庁を創設した。日本では大蔵省から銀行
監督・検査部門を切り離し，イギリスではイングランド銀行の銀行監督・検査
部門を切り離し，それぞれ独立の機関としたのである。しかしながら，金融監
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督庁設置後において中央銀行の果たす銀行監督行政上の役割は必ずしも同じで
はないようである。
　イングランド銀行は，法改正後個別銀行の監督・検査は一切行わないので，
個々の銀行の経営実態は把握できなくなった。しかし，信用秩序の維持や金融
組織全般の安定を図るうえで責任を負っており，金融監督庁や大蔵省との緊密
な連係と協力が期待されている。
　一方，日本銀行の銀行検査（考査）は，取引先銀行との任意契約（当座約
定）に基づいて行われているが，新法によって法的に追認され，一段と強化さ
れた感が強い（日銀法第44条）。今日のように銀行破綻が多発する状況の下で
は，銀行検査は二重，三重に行うのが望ましいのかもしれない㈹。
　なお，イングランド銀行は自らの印刷工場において銀行券を印刷しているが，
日本では日本銀行の委託を受けて大蔵省印刷局が製造している（日本銀行は製
造費を支払う）。ただし，イギリスではイングランド銀行が唯一の発券銀行で
はない。スコットランド地方では3行，北アイルランドでは4行の民問銀行が
銀行券を発行しており，イングランド銀行券と等価で流通している。この点，
日本銀行券が唯一の法貨である日本とは様相が異なる。
　このように，ほぼ同時期に改革された日英両国の金融政策決定機構及び金融
機関監督機構には，類似点もあれば相違点もある。国情の違いから，相違点が
あるのはむしろ当然かもしれない。その何れがより優れた制度であるかを判断
するためにも，今後の両者の政策運営を見守っていきたい。
（本稿は1998年度在外研究の成果の一部である。在外研究の機会を与えられた
早稲田大学の関係当局に対し，紙上を借りて謝意を表したい。）
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注11）国際決済銀行（BIS）では，「中央銀行（C㎝tral　B狐k）とは国内の通貨量及び信用量を統制す
　　る義務を付託された銀行」と定義しているが，中央銀行という用語が一般に使用されるように
　　なったのは第一次世界大戦後とされている。（B㏄khart　B．H、批d舳ば醐榊・恥f蝋1972：矢尾
　　次郎監訳『米国連邦準備制度』東洋縫済新報社，1978年）
　（2）　B註nk　of　England（BOE）、Q”o材〃り8側肋向仏A1ユg1ユst1997，pp．244－245
　13）S．Flshe。は中央銀行の独立性を，目標決定の独立性（Goal　lndep㎝den㏄）と手段選択の独立
　　性（！nstrm㎝t1ndep㎝dence）に2分している。イングランド銀行の政策運営の独立性（opera－
　　ti岬11ndependen㏄）は後者に相当すると認められる。（Fi雪her，S．，脇∂舳C舳物1肋”加”星in
　　T加F側肋閉〆C刎〃螂1Bo”肋地風by　Capie，F．，Goodhart，C．，Fisher，S，＆Schnadt，N一，Cambrldge
　　Umvers1ty　Press，1994p292）
　｛4）　BOE，亙ε卿！＆λむ‘伽伽お伽肋埋γωτ舳d召d28F肋伽皿η199＆p33
　｛5〕　BOE，Q刎他吻B〃〃猟Aug1』st1997．p243
　16〕インフレーション・リポートは，イングランド銀行が1993年2月以降（但し，93隼中はB0E，
　　伽匝物吻肋肋冊と合本で）自童的に発行してきた四半期報であるが，改正法によって法的墓礎
　　が与えられた。
　17）イングランド銀行は国内に12支店を設置しているが，その所在地はバーミンガム，プリストル，
　　リーズ，マンチェスター，ニューカッスル，グラスゴー，リバプール，サザンプトン，ウェール
　　ズ，ロンドン，ノッティンガム，アングリアの各地である。
　｛8〕金融政策委員会は毎月上旬に開かれるがインフレーション・リポrトは2，5，8，11の各月
　　の中旬に発行される。
　（9）　BOE，荒ψ〃f盈λむω阯刑姑力r肋｛γ‘ω’邊〃芭d28F幼㎜η199＆p－9
　｛1O　BOE，Q伽蜆れ〃妙月刎肋此凧May1998，p．95
　｛1⊃　BOE，ρ刎螂れ〃妙β〃肋肌August1997．p，246
　狙オ　BOE，Q刎口〃〃抄β側吻碗仏May1998，pp97－99，BOE．逼蜆切肋伽星λ〃盈砂oκ！99〃98．pp－37－39
　⑱　詳細は立脇和夫『改j1三日銀法』凍洋経済新報社，！998隼），鐘ヶ江毅噺しい日本銀行』（動
　　草書房，1999年）．三木谷良一・石垣健一編箸『中央銀行の独立性」（東洋経済新報社，1998年）
　　等を参照されたい。
　l14但し，「臼本銀行条例」（明治15年太政官布告第32号）下の日本銀行（明治15年一昭和17年）は
　　株式会社であり，株主総会が設けられていた。
　ll⇒アメリカの違邦準傭制度は通貨（Feder邑1Reserve　Notes）の発行高に対する保証資産を連邦準
　　備月報（F蜴伽螂げ舳伽肋腕f榊）で公表している。
　蝸　アメリカでは，通貨監督宮（OCC），連邦準備制度｛FRS）、連邦預金保険公社（FDIC），貯蓄
　　金融機関監督局（OTS〕及び各州銀行局がそれぞれ金融機関に対する検査・監督を行っており，
　　重複も少なくない。
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